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｜土地・不動産に関する行政情報・トピックス・学会誌情報 

【行政情報】 

● 「まちづくりアワード」第１回の募集を開始：国交省 

国土交通省は 1 月 28 日、第１回まちづくりアワードの募集を開始した。優れたまちづくりを実

践している団体、独自のアイデアを構想・計画として形にした団体などが対象。 

募集要領（官民連携まちづくりポータルサイト→国のイベント情報→まちづくり月間） 

報道発表資料：国土交通省 

 

● PPP/PFI 推進のための案件募集：国交省 

国土交通省は、地方公共団体等における官民連携事業の導入に関する取組を支援するため、「先

導的官民連携支援事業」「専門家派遣によるハンズオン支援」「インフラの維持管理・修繕等に係る

官民連携事業の導入検討支援」及び「官民連携グリーンチャレンジモデル形成支援」について、2022

年 2 月 7 日から、2022 年度支援対象案件の募集を開始する。 

 募集要領などの詳細は下記（1）～（４）を参照。 

（１）先導的官民連携支援事業 

（２）専門家派遣によるハンズオン支援 

（３）インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討支援 

（４） 官民連携グリーンチャレンジモデル形成支援 

報道発表資料：国土交通省 

 

● PPP サポーター候補者の推薦を公募：国交省 

国土交通省は、1 月 26 日から 2 月 9 日にかけて、PPP/PFI 事業に係る豊富な実務経験や知識を

有する地方公共団体の職員や民間企業の実務者や学識経験者などの「国土交通省 PPP サポーター」

の候補者の推薦を公募する。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● PPP/PFI 地域プラットフォームの協定先、第 4 次募集を開始：国交省 

内閣府と国土交通省は、地域の産官学金が集まって PPP/PFI 事業のノウハウ取得や官民対話を

含めた情報交換等を行う PPP/PFI 地域プラットフォームの取組を支援するため、地域プラットフ

ォームの協定制度を 2019 年に創設し、講師の派遣や PPP/PFI の事業化支援等を行っており、1 月

20 日から 3 月 11 日にかけ、協定先の候補となる地域プラットフォームの第 4 次募集を実施する。

協定締結は 4 月上旬を予定。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 2021 年度 PPP/PFI 推進施策説明会を開催：国交省 

国土交通省は、内閣府と共同で、関係府省庁が PPP/PFI 推進に関する施策を合同で説明する

「PPP/PFI 推進施策説明会」を 2 月 4 日に開催する。説明会は WEB（ZOOM）を予定。 

報道発表資料：国土交通省 
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